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報告Ⅳ要旨
租税法における親族外承継をめぐる問題
島根大学法文学部准教授　谷　口　智　紀
はじめに
　様々な施策が取られつつも事業承継が円滑に進まない背景には、少子高齢化に伴って親族内の後
継者候補の絶対数が不足していることに起因して、事業を承継したいという者が減少していること
などが指摘されている。また、親族内外を問わず、バブル崩壊後に起きた様々な経済危機を目の当
たりにする中では、事業上の様々なリスクを引き受けてまで事業を承継したい者がいないことは当
然であろう。
　一方で、先代経営者は、自身が創業または拡大した会社を何らかの形で承継してもらいたい、あ
るいは従業員や取引関係者そして彼らの家族の生活を守りたい等の思いからは、親族内承継だけで
はなく、親族外承継をも念頭において事業承継者を探すほかない。
　もっとも、親族外承継には特有の問題がある。例えば、役員または従業員による承継では、役員
や従業員が株式取得のために多額の資金調達を準備することが実際には難しいという金銭的問題が
ある。第三者による承継では、事業承継後の従業員の雇用継続や取引先との関係などにおいて経営
の一体性や継続性を保つことが危惧されるという心理的問題がある。また、先代経営者は、退職金
の代わりとして株式はできるだけ高く売却したい、あるいは事業承継後も会社が気がかりであり、
何らかの形で関係を維持したいとする傾向がある。先代経営者の親族は、相続財産として得ること
を期待していた株式であるので、できるだけ高く売却してほしい考えているであろう。親族内承継
と比べると親族外承継は利害関係者が多いことから、適切に利益調整を図ることは容易ではない。
　ところで、わが国の産業基盤を担う中小企業は国際競争の原動力である。今後、承継期を迎える
会社が増加することが見込まれており、事業承継の環境整備は喫緊の課題である。中小企業の事業
承継におけるニーズを的確に把握し、これに対応するスキームが構築されなければならない。租税
法上では、場当たり的な対応ではなく、租税法の基本原則の一つである租税公平主義の担税力に応
じた課税（立法原理）の視点から法整備がなされなければならない。本報告の問題意識はこの点に
集約される。
　本報告の目的は、親族外承継のうち、役員または従業員による承継をめぐる租税法上の問題のう
ち、事業承継税制の適用における問題に焦点を絞って、とりわけ、相続財産に事業承継対象会社の
株式が組み入れられることの問題と、株式評価の問題を指摘することある。なお、第三者による承
継をめぐっては組織再編税制の適用が問題となるが、本報告の検討対象としない。
　本報告の骨子（構成）は、以下のとおりである。まずは事業承継の類型と課税関係を整理し、役
員または従業員による承継に対しても事業承継税制が導入されたことを確認する。そのうえで、事
業承継税制の適用をめぐる問題について、担税力の視点からの検証の必要性を指摘する。
　なお、本報告要旨は報告時点のものであり、その後の税制改正や議論等を反映していない。
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Ⅰ　事業承継の類型と課税関係
　親族外承継には、役員または従業員等の会社関係者による承継と、第三者である類似業種や
新規参入の会社、ファンド等による承継がある。親族外承継における株式の移転スキームとし
ては、役員または従業員による承継では経営陣買収（Management Buyout：MBO）と従業員買
収（Employee Buy-Out：EBO）のほか、特別目的会社（special purpose company：SPC）や従業
員持株会を利用した手法が用いられ、第三者による承継では、企業の合併と買収（Mergers and 
Acquisitions：M&A）の手法が中心的に用いられている。
　先代経営者から事業承継候補者への株式移転に係る課税関係は、以下のとおり整理することがで
きる。
　親族内承継では、先代経営者には課税は生じない。一方で、事業承継候補者には贈与税または相
続税が課されるが、一定の要件を充足することにより事業承継税制の適用を受けることができる。
　親族外承継のうち役員または従業員による承継では、先代経営者には株式の移転に係る譲渡対価
に対して所得税が課されるが、事業承継候補者である役員または従業員には課税関係は生じない。
平成25年度税制改正により役員または従業員による承継に対しても事業承継税制の適用を受ける
ことができることなった。事業承継税制の適用を受ける場合には、親族内承継と同様の課税関係が
生じる。
　第三者による承継では、先代経営者には役員または従業員による承継と同様に所得税が課され
る。事業承継候補者である会社等には課税関係は生じないが、買収額と適正な対価との差額につい
ては、課税関係が生じるおそれがある。また、組織再編税制の適用を受けることができる場合があ
る。
Ⅱ　役員または従業員による承継に対する事業承継税制の導入
　平成21年度税制改正における事業承継税制の制定当初、その適用は親族内承継に限定されてい
た。その後、平成25年度税制改正において、後継者に係る親族内承継要件が廃止されたことから、
役員または従業員等の会社関係者による親族外承継も事業承継税制の適用対象となった。平成27
年１月１日以降の事業承継については、親族外承継も事業承継税制の適用を受けることができる。
　『改正税法のすべて平成25年度版』606頁以下（大蔵財務協会、2013年）〔高橋達也ほか〕では、
親族外承継を事業承継税制の適用対象とする趣旨が以下のとおり説明されている。
すなわち、「１　改正の趣旨
　事業承継税制の創設当時は、
①　多くの中小企業経営者が『親族への承継』を希望していたこと、
②　「親族外への承継」は一般的に有償で行われている割合が多かったこと、
等の状況を踏まえ、同制度の適用は『親族への事業承継』に限定することとした上で、『親族外へ
の事業承継』については、開廃業マッチング支援や株式取得のための資金の融資制度などを整備す
ることで、中小企業庁においてその対応がとられてきたところです。
　その後、中小企業の後継者不足が叫ばれるなか、有能な人材を広く登用できるようにすることで
中小企業の円滑な事業承継に資する観点から、25年度改正においては、事業承継税制の適用を受
けることができる後継者について、先代経営者の親族に限定しないこととされました。」としてい
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る。
　この改正の趣旨を踏まえて、現行の租税特別措置法70条の7の２第２項３号は、「経営承継相続
人等　被相続人から前項の規定の適用に係る相続又は遺贈により認定承継会社の非上場株式等の取
得をした個人で、次に掲げる要件の全てを満たす者（その者が二以上ある場合には、当該認定承継
会社が定めた一の者に限る。）をいう。
イ　当該個人が、当該相続の開始の日の翌日から五月を経過する日において、当該認定承継会社の
代表権を有していること。･･･以下省略」と規定されている。
　同改正以前には、事業承継税制の適用を受けることができる後継者（経営承継受贈者、経営承継
相続人等又は経営相続承継受贈者）の要件のうち、「非上場会社を経営していた先代経営者（被相
続人・贈与者）の親族であること」とする要件があったが、この文言が削除されたことにより、親
族外の者が後継者となる場合であっても、同制度の適用を受けることができることとなった。
Ⅲ　事業承継税制の適用を受ける場合の問題―租税公平主義の視点から
１　相続財産に事業承継対象会社の株式が組み入れられることの問題
　わが国の相続税では遺産税方式と遺産取得税方式の両者を組み合わせた法定相続分按分方式が採
用されている。相続税法上、事業承継税制の適用を受ける場合には、事業承継対象会社の株式が相
続財産に組み入れられることになる。
　つまり、すでに親族外の者に株式が移転しているにもかかわらず、事業承継対象会社の株式の価
値（相続税上の評価額）が相続財産に組み入れられることにより、株式の評価額に応じて相続財産
の価格が増加し、結果として相続人の相続税額は増加することになる。租税公平主義が要請する担
税力に応じた課税の視点から見る場合には、株式の評価額によって増加する相続税額について相続
人に担税力を見出すことができるか否かが問題となる。
２　株式評価の問題
　相続税に係る株式の評価については、財産評価基本通達（以下「評価通達」という。）178以下
に定められている。
　取引相場のない株式の評価の原則については、評価通達は、総資産価額、従業員数、取引金額に
より大会社、中会社、小会社に区分して、評価方法を定めている。
　大会社の株式の価額については、原則として、類似業種比準価額によって評価する。ただし、納
税義務者の選択により、１株当たりの純資産価額（相続税評価額によって計算した金額）によって
評価することができる。
　中会社の株式の価額については、原則として、類似業種比準価格を基礎とした算式により計算し
た金額によって評価する。ただし、納税義務者の選択により、算式中の類似業種比準価額を１株当
たりの純資産価額（相続税評価額によって計算した金額）によって計算することができる。
　小会社の株式の価額については、原則として、１株当たりの純資産価額（相続税評価額によって
計算した金額）によって評価する。ただし、納税義務者の選択により、類似業種比準価格を基礎と
した算式により計算した金額によって評価することができる。
　また、特例的な評価方法として、同族株主等以外の株主が取得した株式については、株式の発行
報告Ⅳ要旨　租税法における親族外承継をめぐる問題　19
会社の規模にかかわらず原則的評価方式に代えて特例的な評価方式として配当還元方式で評価す
る。
　本報告では検討対象としないが、評価通達・総則６項の適用の問題がある。
　役員または従業員による承継のうち事業承継税制の適用を受けない場合には、事業承継対象会社
の株式は買い取り時に適正価格（時価）により評価され、第三者に売却される。一方で、事業承継
税制の適用を受ける場合には、株式は贈与または相続時点で評価通達により評価される。この場合
には、事業承継候補者は贈与税額あるいは相続税額の納税猶予を受けるが、その後の状況により異
なる課税関係が生じる。一定の要件を充足することにより、最終的に相続税額が免除されるが、打
ち切り要件に該当すると、納税猶予が打ち切られ、事業承継候補者は猶予税額を納付しなければな
らない。また、事業承継後に第三者に売却すると、事業承継候補者には所得税が課される。
　問題は、事業承継税制の適用を受けない場合には、株式は適正価格（時価）により評価される
が、事業承継税制の適用を受ける場合には、時価よりも低額となる評価通達により評価される点に
ある。担税力に応じた課税では同様の状況のあるものは同様に取り扱われるべきである（水平的公
平）が、事業承継という同一の目的による同一の株式の取得であるにもかかわらず、株式の評価額
が異なることには合理的理由を見出すことができるのであろうか。とりわけ、事業承継時点と相続
発生時点とのタイムラグがある場合には、相続財産としての事業承継対象会社の株式の評価におい
て会社の業績等が反映されることになることから、両者の評価額の乖離は大きくなる。
Ⅳ　結論
　本報告の目的は、親族外承継のうち、役員または従業員による承継をめぐる租税法上の問題のう
ち、事業承継税制の適用における問題に焦点を絞って、とりわけ、相続財産に事業承継対象会社の
株式が組み入れられることの問題と、株式評価の問題を指摘することにあった。
　とりわけ、法定相続分按分方式が採用されているわが国の相続税では、親族外の者に株式が移
転しているにもかかわらず、事業承継対象会社の株式の価値が相続財産に組み入れられることによ
り、株式の評価に応じて相続税額は増加する。また、株式の評価をめぐっては、事業承継税制の適
用を受ける場合には株式は評価通達により評価されることから、事業承継税制の適用を受けない場
合に比べると、結果として株式の評価額が圧縮される。
　親族外事業承継をめぐっては利害関係者が多いことから、事業承継全体の課税関係を鳥瞰した場
合には、本報告で指摘したとおり、一貫した課税関係が構築されていない。事業承継の開始から終
了までの課税関係を整理し、適正な課税関係が構築できるよう担税力の視点から検証し、法整備を
進めていくべきである。
